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令和元年度採択　日本-米国研究交流
「次世代社会のためのデジタルサイエンス」
日本側応募申請書
１-１．課題名（日本語、相手国側NSFへ提出課題名の和訳。）

	


１-２．課題名（英語、相手国側NSFへ提出課題名と同じ内容。※冒頭の“JST”は省略。※e-Radの研究開発課題名に入力）
	


※和英ともに研究課題名は、採択時に公開されます。
２-１．（１）日本側研究代表者
　※ 所属・役職は正式名称であることを確認。
　※ 日本側研究代表者の略歴はNSF側申請書に記載があるため不要。
	氏名
	日
	　　　　　　　　　※外国籍の場合はカナ表記

	
	英
	

	所属機関・部署・役職
	日
	

	
	英
	

	所属先住所
	〒

	Tel
	

	Email
	

	生年月日（年齢：平成31年4月1日時点）
	年　　月　　日（　　才）

	学位取得後から現在までの経過年数を右欄に記入
	最終学位：　士号、経過年数：　年

	本事業以外の競争的資金制度等の応募資格制限の有無
	有／無　（該当しない方を削除）

	所属機関契約担当者
	部署名
	

	
	氏名
	

	
	Tel
	

	
	Email
	

	備考欄（ライフイベント等による研究活動休止期間など。当該研究者に関係する機関（実施料収入を得ている機関、持ち株会社など）について自己申告）。


２-１．（２）日本側研究代表者研究室所属の研究参画若手研究者
　※ 所属・役職は正式名称であることを確認。
　※ e-Rad番号所有者もしくは企業所属研究者。日本側研究代表者が４２才以下の場合は未記入可。
　※ 研究参画若手研究者が複数の場合は、1名のみで可。
	氏名
	日
	

	
	英
	

	所属機関・部署・役職
	日
	

	
	英
	

	Email
	

	生年月日（年齢：平成31年4月1日時点）
	年　　月　　日（　　才）

	学位取得後から現在までの経過年数を右欄に記入
	最終学位：　士号、経過年数：　年

	今までの研究内容（300字以内。申請内容との関連含む）・業績（査読付論文/国際カンファレンス5件以内）


	備考欄（ライフイベント等による研究活動休止期間など。当該研究者に関係する機関（実施料収入を得ている機関、持ち株会社など）について自己申告）。



２-２．日本側主たる共同研究者（JSTと別途委託研究契約を締結する研究機関の代表者）
　※日本側研究参加メンバーのうち、研究代表者以外で、JSTと別途委託研究契約を締結し研究費を受領して研究を進める予定の方については、以下に当該研究者の氏名、所属、役職を記載。研究代表者と異なる機関に所属し、自身の所属機関において、直接委託研究費を受領し、執行する（会計処理を行う）方が該当。該当機関がない場合は空欄。
	氏名
	

	所属機関・
部署・役職
	

	備考欄（当該研究者に関係する機関（実施料収入を得ている機関、持ち株会社など）について自己申告）。



２-３．相手側研究代表者
　※ 日本語表記は日本側研究者が作成し必要に応じ相手側研究者へ確認（採択時に公開されます）
	氏名
	カナ
	

	
	英
	

	所属機関・部署・役職
	日
	

	
	英
	


３．課題説明文　
　※ 日本語は１文、英語は２文以内で研究の対象と意義をまとめる。
	日本語
	本研究は、・・について・・することで・・を目指すものです。


	英　語
	This collaborative research aims to…



４．研究概要

　※ 相手国側との協力意義も含め、日本語は３５０字以内（句読点含む）、英語は１０００字または１５０単語以内でまとめる。採択時にはWebで公開されるため、一般的に理解しやすい表現にするとともに、非公開情報等に留意のこと。　e-Radの研究目的欄へ転記。
	日本語
	

	英　語
	


５-１．共同研究の背景　　※ ２００字以内で、提案の社会的・学術的背景を含める。
	



５-２．共同研究の目的　※３００字以内（句読点含む。）e-Radの研究目的欄へ転記。
	



５-３．共同研究の達成目標について
　※３００字以内で、 本支援期間終了後（約1年後）に得られる研究成果/結果（参画若手研究者の育成含めて）について記載。

	


５-４．研究交流計画（参画若手研究者の役割）

※両国の研究者派遣、受入、研究集会開催など、共同研究を通しての研究交流、ネットワーク強化計画を記載。
※５００字以内、日本側参画若手研究者（研究代表者が若手の場合は研究代表者）の英語版研究提案書記載の共同研究計画での役割・参画内容（渡航計画・活動内容）、国内では取得出来ない経験を含む。
	


法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応（チェックリスト）
※法令等の遵守、人権の保護、知的財産権等の取扱への対応について、提案内容に照らして御記入ください。
※研究代表者の押印は不要です。※1ページに収める必要はありません。
	（１）安全保障貿易管理に対する取組について（公募要領別紙4章17項等参照）

	（その内容と対策を簡潔にご記入ください。試料、装置や情報を相手国・地域に持ち出し、提供等実施する場合、法令で規制対象かどうか確認のうえ対応が必要です。国内においても外国からの留学生等へ提供（指導）時に対応が必要です。）


	（２）生命倫理及び安全対策に対する取組について（公募要領別紙4章25-28項等参照）

	（その内容と対策を簡潔にご記入ください。生物遺伝資源利用、各種法令対応、人権及び利益の保護の取扱い、社会的・倫理的配慮への対応を含みます。）


	（３）知的財産権、秘密保持等の取扱に対する対応

	（その内容と対策を簡潔にご記入ください。MTA（Material Transfer Agreement）、国際共同研究契約締結状況を含みます。）


	（４）個人情報の取り扱いについて

	・本研究提案は個人情報を取り扱う研究計画ですか？
はい / いいえ
（「はい」と答えた場合には、その内容と対策を簡潔にご記入ください。）



上記のとおり相違ありません。
令和元年　　月　　日   
（所属機関名）　　　　　　　　　　
（役職・氏名）　　　　　　　　　　　
